
モノづくり企業省エネ設備改修モデル補助金
（２次募集）
公募要領

平成２４年１２月
石川県商工労働部産業政策課
１．目的
モノづくり企業が手近で簡単な省エネルギーの効果の検証として行うモデル的な取り組みを支援することにより、モデル的な事例の収集や県内モノづくり産業の競争力強化を図ることを目的としています。
２．補助対象者
　申請時点において１年以上県内に事業所を有するモノづくり企業（※１）で、財団法人石川県産業創出支援機構（以下「ＩＳＩＣＯ」という。）を通して省エネ診断（※２）を受けた中小企業（※３）を対象とします。
　（※１）モノづくり企業とは、製造業である中小企業者をいいます。
（※２）省エネ診断とは、ＩＳＩＣＯを通して実施するものであって、エネルギー管理士の

資格を有する者又は省エネルギー診断実績のある会社等の参画を得て、省エネルギ

ーによるコスト削減効果を数値で明示した報告書が作成されるものをいいます。
（※３）中小企業者とは、資本金又は従業員のいずれかの基準を満たす会社及び個人をいい
ます。また、中小企業団体の組織に関する法律第３条第１項に掲げる中小企業団体も含みます。
	主たる事業として営んでいる業種
	資本金基準

（資本の額または出資の総額）
	従業員基準

（常時使用する従業員数）

	製造業
	３億円以下
	３００人以下


注１　常時使用する従業員には、事業主、法人の役員、臨時の従業員を含みません。

２　業種は、日本標準産業分類（中分類）の規定に基づきます。

３　大企業と以下に掲げる関係を持つ企業（いわゆる「みなし大企業」）は対象外です。

①　発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者

②　発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企業が所有している中小企業者

③　大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者
３．補助対象事業
モノづくり企業が、事業所において省エネ診断の報告書に基づき実施する省エネ機器の導入や改修事業の取組みを対象とします。

４．補助率及び補助限度額
・この補助金の補助率は、補助対象経費の２分の１以内です。
　・この補助金の限度額は、１件あたり５０万円です。
５．補助対象期間
　交付決定の日から平成２５年３月３１日まで
６．補助対象経費

　補助対象となる経費は、省エネ診断の報告書に基づき必要と認められる、以下の表に記載されたものとなります。
なお、公募開始日以降で交付決定日より前に発生した経費については、事前着手届の提出により補助対象となる場合がありますので事前にご相談ください。（公募開始日より前に発生した経費は対象外）
	経費区分
	補助対象経費の内容

	事業費
	機械等購入費

事業の遂行に必要な機器・設備、その他備品の購入等に要する経費

	
	外注費

事業の遂行に必要な事項を県内に事業所を有する他の事業者に請負わせる経費

	その他の経費
	上記の経費のほか、事業を遂行するために必要な経費で、知事が特に必要と認める経費


※消費税及び地方消費税は助成対象外です。

※本事業の対象として明確に区別できるもので、かつ証拠書類によって金額等が確認できるものに限ります。
　　
７．応募方法
（１）手続き

　　　以下の表の書類を、持参もしくは郵送にて、５部提出してください（ＦＡＸ、メール等での提出は認められません）。
	提出書類
	備考

	事業計画書
	所定の書類を提出してください。

様式は、県のホームページからダウンロードできます。

URL：http://www.pref.ishikawa.lg.jp/syoko/index.html

	省エネ診断報告書の写し
	省エネ診断の結果に基づく省エネ機器の導入や改修であるとわかること

	カラー写真
	省エネ設備導入前の状況が確認できるもの

	カタログ等
	導入予定の省エネ機器の内容が確認できる資料

	過去２年間の決算書

（貸借対照表、損益計算書）

（個人事業主の場合は、税務申告書）
	直前に決算月が到来予定である場合や決算月が過ぎているが決算書が出来ていない場合などは、直近の残高試算表もご用意ください。

また、過去２年間の貸借対照表、損益計算書を用意できない場合などは、別途ご相談ください。

	株主等及び役員の一覧表
	資本金の構成員及びその出資額が分かるものを提出してください。

	会社案内等
	事業の内容や従業員数がわかるもの

	事前着手届
	補助金の交付決定前に事業に着手する必要がある場合のみ提出してください。


（２）募集期間
平成２４年１２月３日（月）～平成２５年１月３１日（木）１７：００（必着）

　　
（３）スケジュール（予定）

	内容
	時期

	公募
	Ｈ２４年１２月３日～Ｈ２５年１月３１日

	書面審査
	Ｈ２５年２月上旬

	審査会
	

	補助金の交付決定
	Ｈ２５年２月中旬


８．審査
　⑴　審査基準

以下の観点から、総合的に審査します。
1 光熱水費等のコスト削減効果
2 他の企業にとってモデルとなりうる事業

3 財務・資金の健全性
・審査にあたり、事前に事業計画等に関しまして、ヒアリングを実施することがあります。

・審査は、非公開で行われ、審査経過に関する問い合わせには応じられません。

⑵　採択予定件数
　　１０件程度
　⑶　通知
　　　審査結果につきましては、後日、石川県商工労働部産業政策課から通知します。なお、採択された場合でも、予算の都合等により希望の補助金額が減額される場合があります。

９．補助金の交付

補助金は、補助対象事業の実績報告書（当該年度の成果にかかる報告書及びその経費に係る

経理証拠書類等）を提出していただき、その内容を確認した上で交付します。
１０．採択された場合の留意点
1 原則として、採択となった場合には、企業名・代表者名、住所、電話番号、業種、事業概要等を公表します。

2 補助事業の終了後、石川県からフォローアップ調査（成果等に関する聞き取り調査、アンケート調査等）を行うことがあります。

3 補助事業の終了後、上記②の調査結果を県のホームページ上での公開や、セミナー等での発表を依頼することがあります。
④  交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分又は内容を変更しようとする場合、もしくは補助事業を中止又は廃止しようとする場合は、事前に承認を得なければなりません。

⑤  概算払い請求にあたっては、代金の支払いが済んでいることを確認できる書類の提出が必要となります。

⑥  補助事業に係る経理については、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、交付年度終了後５年間保存しなければなりません。

⑦  補助事業期間中の遂行状況などの報告を求められたときには、指示された期日までに報告書を提出しなければなりません。

⑧  補助事業期間中の遂行状況確認及び補助事業終了後の確定検査のため、石川県が実地検査を行うことがあります。

⑨  上記⑧の場合、石川県の求めに応じて証拠書類等を提示すること又は石川県が事業内容の変更を命じた場合はその指示に従わなければなりません。

⑩  補助事業者が「石川県補助金交付規則」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補助金の交付取消・返還、不正の内容及び企業名の公表等を行うことがあります。

⑪　その他、「モノづくり企業省エネ設備改修モデル補助金交付要綱」に記載の内容に従わなければなりません。
９．申請書提出先

	機関名
	連絡先

	石川県
	〒９２０－８５８０

　石川県金沢市鞍月１丁目１番地
行政庁舎１２階
　商工労働部 産業政策課
競争力強化推進グループ

ＴＥＬ　０７６－２２５－１５１２



１０．問い合わせ先

	機関名
	連絡先

	石川県
	〒９２０－８５８０

　石川県金沢市鞍月１丁目１番地

行政庁舎１２階

　商工労働部 産業政策課

競争力強化推進グループ

ＴＥＬ　０７６－２２５－１５１２

ＦＡＸ　０７６－２２５－１５１４

	(財)石川県産業創出支援機構
	〒９２０－８２０３

　石川県金沢市鞍月２丁目２０番地

石川県地場産業振興センター新館１階

経営支援部経営支援課
ＴＥＬ　０７６－２６７－１２４４

ＦＡＸ　０７６－２６７－３６２２


事務手続きの流れ




【募集期間】


平成２４年１２月３日（月）～平成２５年１月３１日（木）


（平成２５年１月３１日（木）17:00までに必着のこと）





【申請書提出先・問い合わせ先】


　〒920-8580　金沢市鞍月１丁目１番地


　石川県　商工労働部　産業政策課　競争力強化推進グループ


　TEL:076-225-1512





ＩＳＩＣＯを通して省エネ診断の受診　（事業者）





※補助事業開始　（事業者）


・納入業者との正式契約


・機械装置等の設置　等


※公募開始日以降で交付決定日より前に発生した経費については、事前着手届の提出により補助対象となる場合がありますので事前にご相談ください。（公募開始日より前に発生した経費は対象外）なお、平成２５年３月３１日までに事業を完了する必要があるので注意すること





実 績 報 告　（事業者）





補 助 金 額 の 確 定　（県）





補 助 金 の 請 求　（事業者）





補 助 金 の 交 付　（県）





事業計画書提出（補助金交付申請）　（事業者）


※ＩＳＩＣＯを通しての省エネ診断の申込みとは別に、県に対して事業者が直接申請しなければならないので注意すること。





交 付 決 定 通 知　（県）





審　　査　（県）
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